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(57)【要約】
【課題】低光沢性、反射特性を兼ね備えた白色フィルムを提供する、およびそれを用いる
ことにより輝度特性に優れた面光源を提供する。
【解決手段】　フィルムの少なくとも片面に塗布層が設けられており、塗布層としてポリ
エステル系樹脂が６０～９０重量％および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を
有する共重合体が１０～４０重量％からなり、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギー
の極性力成分（γｓ

ｐ１）と該分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重
合体の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上であることを
特徴とする白色フィルム。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
フィルムの少なくとも片面に塗布層が設けられており、塗布層としてポリエステル系樹脂
が６０～９０重量％および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体
が１０～４０重量％からなり、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（
γｓ

ｐ１）と該分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由
エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上であることを特徴とする白色
フィルム。
【請求項２】
塗布層の厚みが１０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載の白
色フィルム。
【請求項３】
塗布層側から測定した６０°光沢度が５０％以下であることを特徴とする請求項１または
２に記載の白色フィルム。
【請求項４】
請求項１～３に記載の白色フィルムを用いた面光源。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、白色フィルムに関し、さらに詳しくは面光源用反射部材（反射板、およびリ
フレクター）として好適な白色フィルムであって、低光沢性、反射特性に優れる白色フィ
ルムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パソコン、テレビ、携帯電話などの表示装置として、液晶を利用したディスプレ
イが数多く用いられている。これらの液晶ディスプレイは、それ自体は発光体でないため
に、裏側からバックライトと呼ばれる面光源を設置して光を照射することにより表示が可
能となっている。また、バックライトは、単に光を照射するだけでなく、画面全体を均一
に照射せねばならないという要求に応えるため、サイドライト型もしくは直下型と呼ばれ
る面光源の構造をとっている。なかでも、薄型・小型化が望まれるノート型パソコン等に
使用される薄型液晶ディスプレイ用途には、サイドライト型、つまり画面に対し側面から
光を照射するタイプのバックライトが適用されている。
【０００３】
　一般的に、このサイドライト型バックライトでは、導光板のエッジから冷陰極線管を照
明光源とし、光を均一に伝播・拡散する導光板を利用し液晶ディスプレイ全体を均一に照
射する導光板方式が採用されている。この照明方法において、より光を効率的に活用する
ため、冷陰極線管の周囲にリフレクターが設けられ、更に導光板から拡散された光を液晶
画面側に効率的に反射させるために導光板の下には反射板が設けられている。これにより
冷陰極線管からの光のロスを少なくし、液晶画面を明るくする機能を付与している。
【０００４】
　このようなサイドライト型バックライトに用いられるリフレクターや反射板（面光源反
射部材と総称する）には、薄膜であることと同時に高い反射特性および高い光拡散性（低
光沢性）が要求される。この要求に応えるため、従来、フィルム内部に微細な気泡を含有
させ、気固界面での光反射を利用する方法（特許文献１参照）など、フィルム中に含有さ
れた微細な気泡とマトリックス樹脂の屈折率差を利用した方法が広く用いられているが、
反射特性は満足するが、現在の市場が要求する光拡散性（低光沢性）を達成するには不十
分である。また、反射特性を向上させようとして、フィルム内部に多量の気泡を含有させ
た場合、フィルム破れが多発してシート化が困難であり、できたとしても生産性、コスト
の面で劣るといった問題があった。
【０００５】
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　一方、高い光拡散性（低光沢性）を得るために、溶融押出されたシートを粗面化したド
ラム上で冷却固化させることで、フィルム表面に凹凸を形成させ、フィルム表面の低光沢
性を得る方法（特許文献２参照）なども用いられているが、この方法では粗面化ドラムの
導入や管理などの面から生産性、コストの面で劣るといった問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－４０２１４号公報
【特許文献２】特開２００４－９０５２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明は、従来、達成し得なかった低光沢性、反射特性に優れた白色フィルム
を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、フィルムの少なくとも片面に塗布層が設けられており、塗布層としてポリエ
ステル系樹脂が６０～９０重量％および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有
する共重合体が１０～４０重量％からなり、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの
極性力成分（γｓ

ｐ１）と該分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合
体の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上の白色フィルム
である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の白色フィルムは、より薄膜で高反射性能を有する、低光沢性、反射特性に優れ
た白色フィルムである。特に、この白色フィルムを面光源内の反射板やリフレクターとし
て用いた時、液晶画面を明るく照らし、液晶画像をより鮮明かつ見やすくすることができ
、また長期使用における輝度ムラ発生を抑制することができ、有用なものである。本発明
の白色フィルムは、例えば液晶ディスプレイの反射部材として用いた場合に高い輝度向上
効果と、ディスプレイの薄膜化の両立が達成できる。本発明の白色フィルムは液晶ディス
プレイなどに搭載されている面光源（バックライト）の反射フィルムとして用いられるこ
とがある。バックライトによってはバックライト内部の雰囲気温度が１００℃程度まで上
昇することがあるためである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明は、フィルムの少なくとも片面に塗布層が設けられており、塗布層としてポリエ
ステル系樹脂が６０～９０重量％および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有
する共重合体が１０～４０重量％から構成されており、ポリエステル系樹脂の表面自由エ
ネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ１）と該分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有
する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上であ
る白色フィルムである。
【００１１】
　（１）白色フィルム
　本発明の白色フィルムは、白色度が５０％以上である。ここでいう白色度とは、日本電
色工業株式会社製の分光式色彩計ＳＥ－２０００を用いて、反射法にて試料の白色度を測
定した値であり、白色度は色の３刺激値を示すＸＹＺ値の値から下記式にて
　白色度＝４×０．８４７×Ｚ－３×Ｙ（％）
求める。本発明の白色フィルムは、白色度が５０％以上であるので、白色性、反射特性に
優れる。本発明の白色フィルムは、特に液晶表示装置用として用いた場合に高い輝度向上
効果を得ることができる。
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【００１２】
　本発明の白色フィルムは、白色度は、好ましくは、６０～１００％である。白色度が１
００％を超える場合、粒子の多量添加やボイドを多量に形成させる必要があり、フィルム
強度の低下が起こることがあるため好ましくない。
【００１３】
　白色度を５０％以上とするためには、
１）フィルム内部の粒子の分散径、密度を制御する、
２）フィルム厚みを厚くする、
などによって得ることができる。
【００１４】
　本発明における白色フィルムの厚みは３０μｍ以上５００μｍ以下が好ましく、より好
ましくは、５０μｍ以上４００μｍ以下、さらに好ましくは、１００μm以上３００μm以
下である。厚みが３０μｍ未満の場合、十分な反射性が得られないため好ましくない。一
方、５００μｍより厚い場合、液晶ディスプレイの薄膜化の要求に応えることができず好
ましくない。本発明における白色フィルムの厚みを３０μｍ以上５００μｍ以下にするた
めには、押出機からの樹脂の溶融押出量及び未延伸シートを延伸する工程の速度の調整に
より可能となる。
【００１５】
　本発明の白色フィルムは、フィルム内部に気泡を含有することが好ましい。フィルム内
部に気泡を含有することにより、高い反射特性を有する白色フィルムを、容易に製造する
ことが可能である。
【００１６】
　本発明の白色フィルムにおいて、気泡は独立した気泡であっても良いし、複数の気泡が
連続しているものであっても良い。また、気泡形状は、フィルム厚み方向に多数の気泡と
樹脂との界面を形成させるために、気泡の断面形状は、円状ないしフィルム面方向に対し
て伸長されている楕円状であることが好ましい。
【００１７】
　また、気泡の形成方法としては、当該技術分野で公知の方法を用いることができる。例
えば（Ｉ）白色フィルムを構成する主たる樹脂成分（ａ）と、該樹脂成分（ａ）に対して
非相溶性成分（ｂ）とを含有する混合物を溶融押出した後、少なくとも一方向に延伸し、
内部に気泡を形成させる方法、（II）発泡性粒子を添加し、溶融押出することによってフ
ィルム内部にて発泡させることにより、気泡を形成させる方法、（III）炭酸ガスなどの
気体を注入して押出発泡させることにより、フィルム内部に気泡を形成させる方法、（IV
）二成分以上のポリマー、有機物、もしくは無機物を混合し、溶融押出した後、溶媒抽出
により、少なくとも一成分を溶解させることより、フィルム内部に気泡を形成させる方法
、（Ｖ）中空粒子を添加し、溶融押出することによって、気泡を形成させる方法、（VI）
基材フィルムに透湿加工用ウレタン樹脂等をコーティングし、乾燥させることにより乾式
多孔層を形成させるなどの方法が挙げられるが、本発明においては、（Ｉ）の手法が、よ
り微細で扁平な気泡を生成させることが出来るため好ましい。
【００１８】
　（Ｉ）の手法は延伸中に白色フィルムを構成する主たる樹脂成分（ａ）と非相溶性成分
（ｂ）の界面で剥離が起こることを利用して、扁平状の気泡を生成させる手法である。し
たがって、（Ｉ）の手法を用いる場合は、気泡占有体積を増大させ、フィルム厚みあたり
の界面数を増大させるために、一軸延伸よりも二軸延伸がより好ましく用いられる。
【００１９】
　本発明における白色フィルムは、単層フィルム、２層以上の層からなる積層フィルムど
ちらの構成をとってもよい。単層フィルムである場合、一つの押出機を用いて製造したフ
ィルムでもよいし、同一組成の原料を供給した二つ以上の押出機を用いて製造したフィル
ムでもよい。
【００２０】
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　本発明の白色フィルムは、好ましくは、主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ
）であるフィルムである。ポリエステル樹脂（Ａ）とは、ジオール成分とジカルボン酸成
分の重縮合によって得られるポリマーであり、ジカルボン酸成分としては、テレフタル酸
、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸
等が代表例として挙げられる。またジオール成分としては、エチレングリコール、トリメ
チレングリコール、テトラメチレングリコール、シクロヘキサンジメタノール等が代表例
として挙げられる。ポリエステル樹脂の具体例としては、ポリエチレンテレフタレート、
ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート（ポリエチレンナフタレート）、
ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート等を使用することができる
。
【００２１】
　本発明の白色フィルムにおいて、ポリエステル樹脂（Ａ）として、ポリエチレンテレフ
タレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート（ポリエチレンナフタ
レート）、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートを用いることに
より、高い無着色性を維持しつつ、フィルムとしたときに高い機械強度を付与することが
できる。より好ましくは、ポリエステル樹脂は、安価でかつ耐熱性が優れるという点で、
ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレートが好ましい。
【００２２】
　これらのポリエステル樹脂（Ａ）は、ホモポリエステルであってもコポリエステルであ
ってもよく、共重合成分としては、例えばジエチレングリコール、ネオペンチルグリコー
ル、ポリアルキレングリコール等のジオール成分、アジピン酸、セバシン酸、フタル酸、
イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸等
のジカルボン酸成分を用いることができる。
【００２３】
　また、ポリエステル樹脂（Ａ）は、複数のポリエステルの混合物であって良く、共重合
ポリエステル樹脂（Ｃ）が含有されていてもよい。好ましい共重合ポリエステル樹脂（Ｃ
）としては、ジオール成分の主成分が脂環式グリコールである共重合ポリエステル樹脂や
、ジカルボン酸成分が脂環式ジカルボン酸やイソフタル酸である共重合ポリエステル樹脂
が挙げられる。特に、ジオール成分を脂環式グルコールの一種であるシクロへキサンジメ
タノールを用いた非晶性の共重合ポリエステルが透明性、成形性の点や後述する非相溶樹
脂の微分散化効果の点から好ましく用いることができる。また、延伸性や製膜性を向上さ
せることができる。ジオール成分に占めるシクロヘキサンジメタノール成分は３０モル％
以上とすることが好ましい。
【００２４】
　共重合ポリエステル樹脂（Ｃ）を用いたときに透明性や成形性が向上する理由は、共重
合ポリエステル樹脂の環式脂肪族炭化水素部分と、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）
の環状オレフィン部分との相互作用が可能となり、マトリックス中に微分散可能となり、
その結果、高反射性、高白色性、軽量性を達成することができるのであると考えられる。
【００２５】
　また、上記共重合ポリエステル（Ｃ）の含有量は、マトリックスを構成する全材料を１
００重量％としたとき、１重量％以上５０重量％未満であるのが好ましい。より好ましく
は１．５重量％以上４０重量％未満、更に好ましくは１．５重量％以上３５重量％未満で
ある。かかる共重合ポリエステルの含有量が１重量％に満たないと、熱可塑性樹脂（Ｂ１
）をマトリックス中に微分散化するのが困難となる場合がある。また、５０重量％を超え
ると耐熱性が低下し、寸法安定性を付与するためにフィルムの熱処理を実施した時に、マ
トリックスが軟化し、その結果、気泡が減少・または消失して、反射特性が低下したりす
る場合がある。また、反射特性を維持しようとして、熱処理温度を低温化すると、その場
合にフィルムの寸法安定性が低下する場合があるため好ましくない。本発明の白色フィル
ムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィルムである場合、マトリ
ックスを構成する全材料１００重量％に対する共重合ポリエステル（Ｃ）の含有量を上述
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の範囲に制御することによって、上述した非相溶成分の分散効果を十分に発揮させつつ、
フィルム製膜性や機械特性を維持することができる結果、優れた反射特性と寸法安定性を
両立することが可能となる。
【００２６】
　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、非相溶性成分（Ｂ）としては、マトリックスと非相溶の熱可塑性樹脂、無
機粒子、いずれも好ましく用いられる。非相溶性成分（Ｂ）は単独でも２種以上を併用し
てもよいが、非相溶性成分（Ｂ）として、マトリックスと非相溶の熱可塑性樹脂（Ｂ１）
と無機粒子（Ｂ２）を併用することは、より好ましい形態の一つである。
【００２７】
　ここで、本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であ
るフィルムである場合、非相溶性成分（Ｂ）として熱可塑性樹脂（Ｂ１）を用いる場合、
その具体例としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブテン、ポリメチルペンテン
、シクロペンタジエンなどのような直鎖状、分鎖状あるいは環状のポリオレフィン系樹脂
、ポリ（メタ）アクリレートなどのアクリル系樹脂、ポリスチレン、フッ素系樹脂などが
好ましく用いられる。これらの非相溶性樹脂は単独重合体であっても共重合体であっても
よく、さらには２種以上の非相溶性樹脂を併用してもよい。これらの中でも、透明性に優
れ、かつ耐熱性に優れるという点で、ポリオレフィンが好ましく用いられる。具体的には
、ポリプロピレン、ポリメチルペンテン、シクロオレフィン共重合体などが好ましく用い
られる。
【００２８】
　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、非相溶性成分（Ｂ）として熱可塑性樹脂（Ｂ１）を用いる場合、その樹脂
は、結晶性の樹脂、非晶性の樹脂の何れでも良い。結晶性樹脂としては、透明性、耐熱性
の観点から、ポリメチルペンテンがより好ましく用いられる。ここで、ポリメチルペンテ
ンとしては、分子骨格中に４－メチルペンテン－１から誘導される二価の有機基を繰り返
し単位としてを好ましくは８０モル％以上、より好ましくは８５モル％以上、特に好まし
くは９０モル％以上含むものが好ましい。また、その他の繰り返し単位としては、エチレ
ン、プロピレン、ブテン－１、３－メチルブテン－１、あるいは４－メチルペンテン－１
以外で炭素数６～１２の炭化水素から誘導される二価の有機基などが例示される。ポリメ
チルペンテンは単独重合体であっても共重合体であってもよい。また、組成や、溶融粘度
などの異なる複数のポリメチルペンテンを混合して用いたり、他のオレフィン系樹脂やそ
の他樹脂と併用してもよい。
【００２９】
　また、熱可塑性樹脂（Ｂ１）が、非晶性樹脂の場合、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ
１）が特に好ましく用いられる。環状オレフィン共重合体とは、シクロアルケン、ビシク
ロアルケン、トリシクロアルケン及びテトラシクロアルケンからなる群から選ばれた少な
くとも１種の環状オレフィンと、エチレン、プロピレン等の直鎖オレフィンからなる共重
合体である。
【００３０】
　環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）における環状オレフィンの代表例としては、ビシ
クロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン、６－メチルビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－
エン、５，６－ジメチルビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン、１－メチルビシクロ
〔２，２，１〕ヘプト－２－エン、６－エチルビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン
、６－ｎ－ブチルビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン、６－ｉ－ブチルビシクロ〔
２，２，１〕ヘプト－２－エン、７－メチルビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン、
トリシクロ〔４，３，０，１2.5〕－３－デセン、２－メチル－トリシクロ〔４，３，０
，１2.5〕－３－デセン、５－メチル－トリシクロ〔４，３，０，１2.5〕－３－デセン、
トリシクロ〔４，４，０，１2.5〕－３－デセン、１０－メチル－トリシクロ〔４，４，
０，１2.5〕－３－デセン等がある。
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【００３１】
　また、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）における直鎖オレフィンの代表例としては
、エチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オクテン、１
－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン等が
ある。
【００３２】
　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、熱可塑性樹脂（Ｂ１）としては、非晶性樹脂である環状オレフィン共重合
体樹脂（ｂ１）が、マトリックスに含まれる、脂環式ジオール、および／または脂環式ジ
カルボン酸との相互作用により、より微分散可能となり、その結果反射特性をさらに高め
ることができるという点から、特に好ましく用いられる。
【００３３】
　熱可塑性樹脂（Ｂ１）として、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）を用いる場合、そ
のガラス転移温度Ｔｇが１１０℃以上であることが好ましい。具体的には１３０℃以上が
好ましく、より好ましくは１５０℃以上、さらに好ましくは１７０℃以上である。かかる
範囲にすることにより、混練時においてマトリックス樹脂中により微細に分散し、延伸工
程においてより確実に気泡を形成し、熱処理工程における気泡の消失をより抑制すること
ができるためである。
熱可塑性樹脂（Ｂ１）として、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）を用いる場合、その
ガラス転移温度Ｔｇを１１０℃以上とすることによって、高い反射率と、寸法安定性を両
立することが可能となる。
【００３４】
　熱可塑性樹脂（Ｂ１）として、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）を用いる場合、そ
のガラス転移温度の上限は２５０℃が好ましい。
【００３５】
　また、熱可塑性樹脂（Ｂ１）として、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）を用いる場
合、そのガラス転移温度Ｔｇを１１０℃以上に制御するためには、例えば環状オレフィン
共重合体中の環状オレフィン成分の含有量を多くし、エチレン等の直鎖オレフィン成分の
含有量を少なくすることが挙げられる。具体的には、環状オレフィン成分は６０モル％以
上であり、エチレン等の直鎖オレフィン成分の含有量は４０モル％未満であることが好ま
しい。より好ましくは、環状オレフィン成分は７０モル％以上であり、エチレン等の直鎖
オレフィン成分の含有量は３０モル％未満、さらに好ましくは環状オレフィン成分が８０
モル％以上であり、エチレン等の直鎖オレフィン成分の含有量が２０モル％未満である。
特に好ましくは環状オレフィン成分が９０モル％以上であり、エチレン等の直鎖オレフィ
ン成分の含有量が１０モル％未満である。かかる範囲にすることにより、環状オレフィン
共重合体のガラス転移温度Ｔｇを前述の範囲まで高めることができる。
【００３６】
　また、熱可塑性樹脂（Ｂ１）として、環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）を用いる場
合、直鎖オレフィン成分は、反応性の観点からエチレン成分が好ましい。さらに、環状オ
レフィン成分は、ビシクロ〔２，２，１〕ヘプト－２－エン（ノルボルネン）やその誘導
体が生産性・透明性・高Ｔｇ化の点から好ましい。
【００３７】
　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、熱可塑性樹脂（Ｂ１）は、白色フィルムを構成する全材料の合計重量１０
０重量％において、３～１５重量％含有されていることが好ましい。好ましくは４～１０
重量％、より好ましくは５～１０重量％である。白色フィルムを構成する全材料の合計重
量を１００重量％としたとき熱可塑性樹脂（Ｂ１）の添加量が１５重量％を越えると、フ
ィルムの強度が低下し、延伸時の破断が起こりやすくなることがある。含有量をかかる範
囲内にすることにより、十分な白色性・反射性・軽量性を発現せしめることができる。
【００３８】
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　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、非相溶性成分（Ｂ）として、無機粒子（Ｂ２）を用いる場合、無機粒子（
Ｂ２）は、ガラス、シリカ、硫酸バリウム、酸化チタン、硫酸マグネシウム、炭酸マグネ
シウム、炭酸カルシウム、タルクなどを挙げることができる。これらの無機粒子の中でも
、特に、気泡形成、白色度、光学濃度など総合的効果の点から、酸化チタン、炭酸カルシ
ウム、硫酸バリウムの適用がより好ましく、特に酸化チタン（ｂ２）が最も好ましい。
【００３９】
　無機粒子（Ｂ２）は、白色フィルムを構成する全材料の合計重量を１００重量％とした
とき８～２２重量％含有されていることが好ましい。好ましくは１２～１８重量％である
。一方、白色フィルムを構成する全材料の合計重量を１００重量％としたとき無機粒子（
Ｂ２）の添加量が２２重量％を越えると、フィルムの強度が低下し、延伸時の破断が起こ
りやすくなることがある。含有量をかかる範囲内にすることにより、十分な白色性・反射
性・軽量性を発現せしめることができる。
【００４０】
　本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）であるフィル
ムである場合、マトリックスに熱可塑性樹脂（Ｂ１）をより微分散させるために、ポリエ
ステル樹脂（Ａ）にさらに分散剤（Ｄ）を含有せしめることが好ましい。
【００４１】
　分散剤（Ｄ）をポリエステル樹脂（Ａ）中に含むことにより、熱可塑性樹脂（Ｂ１）の
分散径をさらに小さくすることが可能となり、その結果、延伸により生成する扁平な気泡
をより微細にでき、結果的にフィルムの白色性、反射性、軽量性を高めることができる。
【００４２】
　かかる分散剤（Ｄ）は、カルボキシル基やエポキシ基等の極性基やポリエステルと反応
性のある官能基をもったオレフィン系の重合体または共重合体、ジエチレングリコール、
ポリアルキレングリコール、界面活性剤および熱接着性樹脂等を用いることができる。も
ちろん、これらは単独でも２種以上を併用してもよい。
【００４３】
　中でも、ポリエステルセグメントとポリアルキレングリコールセグメントからなるポリ
エステル-ポリアルキレングリコールブロック共重合体（Ｄ１）が特に好ましい。
【００４４】
　この場合、ポリエステルセグメントとしては、炭素数が２～６の脂肪族ジオール部分と
、テレフタル酸および／またはイソフタル酸部分からなるポリエステルをセグメントとす
ることが好ましい。また、ポリアルキレングリコールセグメントとしては、ポリエチレン
グリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等をセグメント
とすることが好ましい。
【００４５】
　特に好ましい組み合わせとしては、ポリエステルセグメントにはエチレンテレフタレー
ト単位もしくはブチレンテレフタレート単位を繰り返し単位としたポリエステル、ポリア
ルキレングリコールセグメントにはエチレングリコール単位もしくはテトラメチレングル
コール単位を繰り返し単位としたものである。中でも、ポリブチレンテレフタレート－ポ
リテトラメチレングルコール共重合体、もしくはポリエチレンテレフタレート－ポリエチ
レングリコール共重合体が特に好ましい。
【００４６】
　分散剤（Ｄ）の含有量は、マトリックスを構成する全材料１００重量％としたとき、０
．１～３０重量％が好ましく、より好ましくは１～２５重量％であり、さらにより好まし
くは１．５～２０重量％である。本発明の白色フィルムにおいて、全マトリックス成分に
対する分散剤（Ｄ）の含有量を０．１～３０重量％に制御することによって、上述した熱
可塑性樹脂（Ｂ１）の分散効果を十分に発揮させつつ、フィルム製膜性や機械特性を維持
することができる結果、優れた反射特性と寸法安定性を両立することが可能となる。
【００４７】
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　また、本発明の白色フィルムが主たる樹脂成分（ａ）がポリエステル樹脂（Ａ）である
フィルムである場合、必要に応じて本発明の効果が損なわれない量での適宜な添加剤、例
えば、耐熱安定剤、耐酸化安定剤、紫外線吸収剤、紫外線安定剤、有機系の易滑剤、有機
系微粒子、充填剤、核剤、染料、分散剤、カップリング剤等が配合されていてもよい。
【００４８】
　本発明の白色フィルムは、フィルムの少なくとも片面に塗布層が設けられている。塗布
層は、ポリエステル系樹脂が６０～９０重量％、および、分子内にスルホン酸基および／
またはその塩を有する共重合体が１０～４０重量％からなる。塗布層は、好ましくは、ポ
リエステル系樹脂が７０～８５重量％、および、分子内にスルホン酸基および／またはそ
の塩を有する共重合体が１５～３０重量％、より好ましくは、ポリエステル系樹脂が７５
～８３重量％、および、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体が
１７～２５重量％である。ポリエステル系樹脂が６０重量％以下の場合、あるいは、分子
内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体が４０重量％以上の場合、基材
となる白色フィルムとの接着性や塗布層の形成性や耐久性に劣る。また、ポリエステル系
樹脂が９０重量％以上の場合、あるいは、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を
有する共重合体が１０重量％以下の場合、ポリエステル系樹脂と分子内にスルホン酸基お
よび／またはその塩を有する共重合体の凝集効果が小さくなり、白色フィルムの光拡散性
が劣り光沢度が高くなる。
【００４９】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層のポリエステル系樹脂を形成する酸成分として
は、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，４
－シクロヘキサンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、アジピン酸、トリ
メリット酸、セバシン酸、フェニルインダンジカルボン酸、ダイマー酸等を例示すること
ができる。これらの成分は二種以上を用いることができる。
【００５０】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層のポリエステル系樹脂を形成するジオール成分
としては、エチレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、ジ
エチレングリコール、ジプロピレングリコール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノール、キシリレングリコール、ジメチロールプロピオン酸、グリセ
リン、トリメチロールプロパン、ポリ（エチレンオキシ）グリコール、ポリ（テトラメチ
レンオキシ）グリコール等を例示することができる。これらは二種以上を用いることがで
きる。
【００５１】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層のポリエステル系樹脂には、極性基含有ジカル
ボン酸を含有しないことが好ましい。極性基含有ジカルボン酸としては、５－ナトリウム
スルホイソフタル酸、５－アンモニウムスルホイソフタル酸、４－ナトリウムスルホイソ
フタル酸、４－メチルアンモニウムスルホイソフタル酸、２－ナトリウムスルホイソフタ
ル酸、５－カリウムスルホイソフタル酸、４－カリウムスルホイソフタル酸、２－カリウ
ムスルホイソフタル酸等を例示することができる。極性基含有ジカルボン酸を含む場合、
ポリエステル系樹脂と分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の凝
集効果が小さくなり、白色フィルムの光拡散性が劣り光沢度が高くなることがある。
【００５２】
　本発明の白色フィルムにおいて、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する
共重合体としては、アルキルスルホン酸基および／またはその塩、アルキルベンゼンスル
ホン酸基および／またはその塩、アルキルジフェニルエーテルジスルホン酸基および／ま
たはその塩、スルホン酸基および／またはその塩を有するアクリル系共重合体、ポリエス
テル共重合体、ビニル共重合体（例えばポリスチレン共重合体）等を例示することができ
る。これらは、単独で、もしくは複数を組み合わせて用いることができる。また、分子内
にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の塩としては、カリウム塩、リチ
ウム塩、ナトリウム塩、アンモニウム塩等を例示することができる。
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【００５３】
　本発明の白色フィルムは、塗布層のポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力
成分（γｓ

ｐ１）と分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面
自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上である必要がある。塗布
層のポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ１）と分子内にスル
ホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分（γ

ｓ
ｐ２）の差は、好ましくは１０ｍＮ/ｍ以上、さらに好ましくは１５ｍＮ/ｍ以上である

。本発明では、塗布層のポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ
ｐ

１）と分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギ
ーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差とは、γｓ
ｐ１とγｓ

ｐ２の差の絶対値、すなわち、
｜（γｓ

ｐ２）－（γｓ
ｐ１）｜

を示す。
【００５４】
　ここでいう表面自由エネルギーの極性力成分とは、以下の方法で求めた値である。すな
わち、表面自由エネルギー及びその各成分（分散力、極性力、水素結合力）が既知の４種
の液体（本発明ではＰａｎｚｅｒによる方法（日本接着協会誌ｖｏｌ．１５、Ｎｏ．３、
ｐ９６に記載の水、エチレングリコール、ホルムアミド、ヨウ化メチレンの数値を用いた
））を用い、２０℃、５０％ＲＨの条件下で接触角計ＣＡ－Ｄ型（協和界面科学（株）製
）にて、ポリエステル系樹脂および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する
共重合体のみをそれぞれ塗布した透明ポリエステルフィルムの塗布面に対する各液体の接
触角を測定した。この値を拡張Ｆｏｗｋｓ式とＹｏｕｎｇの式より導入される下記式を用
いて各成分を計算した。
（γｓ

ｄ・γＬ
ｄ）1/2＋（γｓ

ｐ・γＬ
ｐ）1/2　＋（γｓ

ｈ・γＬ
ｈ）1/2＝γＬ（１

＋ｃｏｓθ）／２
ここで、γＬ

ｄ、γＬ
ｐ、γＬ

ｈ、γＬは、測定液の分散力、極性力、水素結合力の各成
分及び各成分のトータルの表面自由エネルギー（数値は日本接着協会誌ｖｏｌ．１５、Ｎ
ｏ．３、ｐ９６に記載の水、エチレングリコール、ホルムアミド、ヨウ化メチレンの数値
を用いた）を示し、γｓ

ｄ、γｓ
ｐ、γｓ

ｈは、ポリエステル系樹脂および分子内にスル
ホン酸基および／またはその塩を有する共重合体のみをそれぞれ塗布した透明ポリエステ
ルフィルムの塗布面の分散力、極性力、水素結合力の各成分を示す。またθは測定面上で
の測定液の接触角を表す。１つの測定面に対して、３点測定を行いその平均値をθとした
。測定液の既知の値及びθを上記の式に代入し、連立方程式により測定面の３成分（γｓ
ｄ、γｓ

p、γｓ
ｈ）を求めた。なお計算は数値計算ソフトである「Ｍａｔｈｅｍａｔｉ

ｃａ」の「Ｆｉｎｄ　Ｍｉｎｉｍｕｍ」のコマンドを用いた。ここで求めたγｓ
Ｐを表面

自由エネルギーの極性力成分とし、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成
分をγｓ

ｐ１、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由
エネルギーの極性力成分をγｓ

ｐ２として求めた。
【００５５】
　塗布層のポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ１）と分子内
にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成
分（γｓ

ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上である場合、従来技術ではなし得なかった優れた光
拡散性を持つ低光沢な白色フィルムを容易に製造することが可能となる。一方、ポリエス
テル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ１）と分子内にスルホン酸基およ
び／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差
が５ｍＮ/ｍ未満の場合、白色フィルムの光拡散性が劣り光沢度が高くなり、面光源内の
反射板やリフレクターとして用いた時、光拡散性に劣るため光源からの反射ムラが起こり
やすくなる。
【００５６】
　ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ１）と分子内にスルホ
ン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分（γｓ
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ｐ２）の差が５ｍＮ/ｍ以上である混合液をフィルム表面に塗布した際、極性力の差が大
きいため、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体がポリエステル
系樹脂中に分散することなく、フィルム表面に凝集体を形成しやすくなる。フィルム表面
の凝集体が存在すると、さらにより優れた光拡散性を持つ低光沢な白色フィルムを容易に
製造することが可能となる。
【００５７】
　本発明の白色フィルムにおいて、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成
分（γｓ

ｐ１）と分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自
由エネルギーの極性力成分（γｓ

ｐ２）の差を５ｍＮ/ｍ以上とするためには、好ましく
は、以下で説明するようなポリエステル系樹脂を用いればよい。すなわち、分子内にスル
ホン酸基および／またはその塩を有する共重合体は、分子内に極性基であるスルホン酸基
を有するため、その極性力は一般的に大きい。よって、ポリエステル系樹脂と分子内にス
ルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分の
差を大きくするためには、極性力の小さいポリエステル系樹脂を用いればよい。ポリエス
テル系樹脂の極性力を小さくするためには、ポリエステル系樹脂中の極性基含有ジカルボ
ン酸成分は５モル％以下であることが好ましい。ポリエステル系樹脂中の極性基含有ジカ
ルボン酸成分は、より好ましくは３モル％以下、さらに好ましくは１モル％以下である。
ポリエステル系樹脂中の極性基含有ジカルボン酸成分が、５モル％を超える場合、ポリエ
ステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分が高くなり、分子内にスルホン酸基およ
び／またはその塩を有する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分との差を５ｍＮ/
ｍ未満となる場合があるので、好ましくない。
【００５８】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層の厚みは、１０ｎｍ以上１５０ｎｍ以下である
ことが好ましい。より好ましくは５０ｎｍ以上１２０ｎｍ以下である。塗布層の厚みが１
０ｎｍより薄いと、塗布層に形成される凝集体が小さくなり、光拡散性に劣ることがある
ため好ましくない。また、塗布層の厚みが１５０ｎｍより厚くなると、塗布層に形成され
る凝集体が塗布膜に埋没し、光拡散性に劣ることがあるため好ましくない。それに加え、
塗布層の厚みが１５０ｎｍより厚くなると、白色フィルムを回収しリサイクルチップ化し
て再度フィルム化した際のフィルムの色目の変化が大きくなることがあるため好ましくな
い。
【００５９】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層には、本発明の効果を損なわれない範囲内であ
れば、他の添加剤、例えば架橋剤、界面活性剤、消泡剤、レベリング剤、耐熱安定剤、耐
酸化安定剤、有機の易滑剤、有機系もしくは無機系の微粒子、充填剤、核剤、染料、分散
剤等を含有させてもよい。
【００６０】
　本発明の白色フィルムにおいて、塗布層側から測定した６０°光沢度が５０％以下であ
ることが好ましい。より好ましくは４５％以下、さらに好ましくは４０％以下である。こ
こでいう６０°光沢度とは、デジタル変角光沢度計ＵＧＶ－５Ｂ（スガ試験機（株）製）
を用いて、白色フィルムの塗布層側からＪＩＳ　Ｚ－８７４１（１９９７）に準じて、入
射角＝６０゜、受光角＝６０゜で測定した値である。光沢度が５０％よりも高くなると、
面光源内の反射板やリフレクターとして用いた時、光拡散性に劣るため光源からの反射ム
ラが起こりやすくなるため好ましくない。本発明の白色フィルムにおいて、光沢度を５０
％以下とすることによって、光拡散性に優れた白色フィルムとすることができ、特に面光
源内の反射板やリフレクターとして用いた時、ムラのない面光源とすることができる。
【００６１】
　また、本発明の白色フィルムは、全光線透過率が１．２０％以下であることが好ましい
。全光線透過率は、より好ましくは１．０５％以下、更に好ましくは０．９０％以下であ
る。なお、ここでいう透過率とは、ＪＩＳ－７３６１－１に基づいて測定された値である
。全光線透過率が１．２０％を超える場合、白色フィルムとしての白色性、反射特性に劣
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り、また液晶表示装置に組み込んでも輝度特性に劣ることがあるため好ましくない。本発
明の白色フィルムにおいて、透過率を１．２０％以下とすることによって、裏面への光抜
けを抑えることができる結果、白色性、反射特性に優れた白色フィルムとすることができ
、特に液晶表示装置用として用いた場合に高い輝度向上効果を得ることができる。全光線
透過率を上述の範囲とするためには、１）フィルム内部の粒子の分散径、密度を制御する
、２）フィルム厚みを厚くする、などによって得ることができる。
【００６２】
　また、本発明の白色フィルムは、相対反射率が１００％以上であることが好ましい。相
対反射率は、より好ましくは１００．５％以上、更に好ましくは１０１％以上である。こ
こでいう、相対反射率とは、内面が硫酸バリウム製の積分球、１０°傾斜スペーサーを備
えた分光光度計、標準白色板として酸化アルミニウムを用いて、入射角１０°で光を入射
させたときの反射率を波長５６０ｎｍの範囲で測定し、標準白色板の反射率を１００％と
したときの相対反射率を、波長５６０ｎｍで平均して得られる反射率のことである。相対
反射率が１００％未満の場合、白色フィルムとしての白色性、反射特性に劣り、また液晶
表示装置に組み込んでも輝度特性に劣ることがあるため好ましくない。本発明の白色フィ
ルムにおいて、相対反射率を１００％以上とすることによって、白色性、反射特性に優れ
た白色フィルムとすることができ、特に液晶表示装置用として用いた場合に高い輝度向上
効果を得ることができる。相対反射率を上述の範囲とするためには、１）フィルム内部の
粒子の分散径、密度を制御する、２）フィルム厚みを厚くする、などによって得ることが
できる。
【００６３】
　本発明の白色フィルムの製造方法について、その一例を説明するが、本発明は、かかる
例のみに限定されるものではない。
【００６４】
　ポリエステル樹脂（Ａ）と非相溶性成分（Ｂ）を含む混合物を、十分真空乾燥を行い、
押出機（主押出機）を有する製膜装置の加熱された押出機に供給する。非相溶性成分（Ｂ
）の添加は、事前に均一に溶融混練して配合させて作製されたマスターチップを用いても
、もしくは直接混練押出機に供給するなどしてもよいが、事前に均一にポリエステル樹脂
（Ａ）と非相溶成分（Ｂ）を含む混合物を溶融混練したマスターチップを用いるほうが、
非相溶成分（Ｂ）の分散が促進されるという点でより好ましい。
【００６５】
　また、溶融押出に際してはメッシュ４０μｍ以下のフィルターにて濾過した後に、Ｔダ
イ口金内に導入し押出成形により溶融シートを得ることが好ましい。この溶融シートを表
面温度１０～６０℃に冷却されたドラム上で静電気により密着冷却固化し、未延伸フィル
ムを作製する。
【００６６】
　該未延伸フィルムを６０～９５℃の温度に加熱されたロール群に導き、長手方向（縦方
向、すなわちフィルムの進行方向）に周速の異なる二本のロール間で延伸する。この延伸
時に赤外線ヒーターや熱風などによる表面熱処理を行ってもよいが、エネルギー効率の観
点から赤外線ヒーターを用いることが好ましい。赤外線ヒーターは、近赤外線ヒーターや
カーボンヒーターなどを用いることができる。加熱性能と寿命とのバランスからカーボン
ヒーターがより好ましい。赤外線ヒーターには背面に金反射膜が付いていることが好まし
い。また、集光装置を用いても良い。かかるヒーターとしてヘレウス（株）製Twin Tube
透明石英ガラス製カーボンヒーターが挙げられる。上記方法で加熱しながら長手方向に２
．５～４．０倍に延伸し、２０～５０℃の温度のロール群で冷却する。
【００６７】
　続いて、一軸延伸されたフィルムの両端をクリップで把持しながらテンターに導き、９
０～１５０℃の温度に加熱された雰囲気中で、長手方向に直角な方向（幅方向）に３～５
倍に延伸する。
【００６８】
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　得られた二軸延伸フィルムの配向結晶化を完了させて、平面性と寸法安定性を付与する
ために、引き続きテンター内にて１５０～２４０℃の温度で１～３０秒間の熱処理を行な
い、均一に徐冷後、室温まで冷却し、その後必要に応じて、他素材との密着性をさらに高
めるためにコロナ放電処理などを行い、巻き取ることにより、本発明の白色フィルムを得
ることができる。上記熱処理工程中では、必要に応じて幅方向あるいは長手方向に３～１
２％の弛緩処理を施してもよい。
【００６９】
　一般に熱処理温度が高いほど、熱寸法安定性も高くなるが、本発明の白色フィルムは製
膜工程において高温（１９０℃以上）で熱処理されることが好ましい。本発明の白色フィ
ルムは一定の熱寸法安定性を有することが望まれるためである。
【００７０】
　本発明の白色フィルムの塗布層の製造方法について、その一例を説明するが、本発明は
、かかる例のみに限定されるものではない。
【００７１】
　本発明の白色フィルムの塗布層は、塗布層組成物を含む水性塗液を白色フィルムの少な
くとも片面に塗布し、乾燥、延伸することにより形成することができる。用いる水性塗液
は、水を媒体とし、塗布層組成物が溶解および／または分散されているものである。水性
塗液中の固形分濃度は、通常３０重量％以下であり、好ましくは１０重量％以下である。
なお、水性塗液には、塗液の安定性を助ける目的で若干量の有機溶剤を含ませても良い。
この有機溶剤としては、メチルエチルケトン、アセトン、酢酸エチル、テトラヒドロフラ
ン、ジオキサン、シクロヘキサノン、ｎ－ヘキサン、トルエン、キシレン、メタノール、
エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノールを例示することができる。有機溶剤は
複数種含まれていてもよい。
【００７２】
　本発明において、塗布層を設ける方法としては、二軸延伸の一方向に延伸後に塗液を塗
布し、続いてもう一方向に延伸（インラインコーティング）してもよいし、二軸延伸完了
後の白色フィルム上に塗布（オフラインコーティング）してもよいが、生産性、コスト面
からインラインコーティングのほうが好ましい。なお、塗布の手段としては、例えばグラ
ビアコート、ロールコート、スピンコート、リバースコート、バーコート、スクリーンコ
ート、ブレードコート、エアーナイフコート、ディッピングなどの方法を用いることがで
きる。
【実施例】
【００７３】
　以下実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれに限定して解釈
されるものではない。
【００７４】
　（測定方法）
　Ａ．白色度 
　日本電色工業株式会社製の分光式色彩計ＳＥ－２０００を用いて、反射法にて試料の白
色度を測定した。白色度は色の３刺激値を示すＸＹＺ値の値から下記式
白色度＝４×０．８４７×Ｚ－３×Ｙ（％）
にて求めることができる。
【００７５】
　Ｂ．相対反射率
　分光光度計Ｕ－３４１０（（株）日立製作所）に、φ６０積分球１３０－０６３２（（
株）日立製作所）（内面が硫酸バリウム製）および１０°傾斜スペーサーを取りつけた状
態で５６０ｎｍの相対反射率を求めた。なお、相対反射率は白色フィルムの塗布層側から
測定した。標準白色板には（株）日立計測器サービス製の部品番号２１０－０７４０（酸
化アルミニウム）を用いた。相対反射率は以下のように判定した。
相対反射率が
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　１０１％以上の場合　◎
　１００．５％以上１０１％より小さい場合　　○
　１００％以上１００．５％より小さい場合　　△
　１００％より小さい場合　　×
とした。
【００７６】
　Ｃ．全光線透過率
　ヘイズメーターＮＤＨ－５０００（日本電色（株）製）を用いて、フィルム厚み方向の
全光線透過率を測定した。なお、全光線透過率は白色フィルムの塗布層側から測定した。
全光線透過率は以下のように判定した。
全光線透過率が
　０．９０％以下の場合　◎
　０．９０％より大きく１．０５％以下の場合　　○
　１．０５％より大きく１．２０％以下の場合　　△
　１．２０％より大きい場合　　×
とした。
【００７７】
　Ｄ．６０°光沢度
　デジタル変角光沢度計ＵＧＶ－５Ｂ（スガ試験機（株）製）を用いて、白色フィルムの
塗布層側からＪＩＳ　Ｚ－８７４１（１９９７）に準じて測定した。なお、測定条件は入
射角＝６０゜、受光角＝６０゜とした。６０°光沢度は以下のように判定した。
【００７８】
　４０％以下の場合　◎
　４０％より大きく４５％以下の場合　　○
　４５％より大きく５０％以下の場合　　△
　５０％より大きい場合　　×
とした。
【００７９】
　Ｅ．塗布層中のポリエステル系樹脂と分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有
する共重合体の表面自由エネルギーの極性力成分
　表面自由エネルギー及びその各成分（分散力、極性力、水素結合力）が既知の４種の液
体（本発明ではＰａｎｚｅｒによる方法（日本接着協会誌ｖｏｌ．１５、Ｎｏ．３、ｐ９
６に記載の水、エチレングリコール、ホルムアミド、ヨウ化メチレンの数値を用いた））
を用い、２０℃、５０％ＲＨの条件下で接触角計ＣＡ－Ｄ型（協和界面科学（株）製）に
て、ポリエステル系樹脂および分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重
合体のみをそれぞれ塗布した透明ポリエステルフィルムの塗布面に対する各液体の接触角
を測定した。この値を拡張Ｆｏｗｋｓ式とＹｏｕｎｇの式より導入される下記式を用いて
各成分を計算した。
（γｓ

ｄ・γＬ
ｄ）1/2＋（γｓ

ｐ・γＬ
ｐ）1/2　＋（γｓ

ｈ・γＬ
ｈ）1/2＝γＬ（１

＋ｃｏｓθ）／２
ここで、γＬ

ｄ、γＬ
ｐ、γＬ

ｈ、γＬは測定液の分散力、極性力、水素結合力の各成分
及び各成分のトータルの表面自由エネルギー（数値は日本接着協会誌ｖｏｌ．１５、Ｎｏ
．３、ｐ９６に記載の水、エチレングリコール、ホルムアミド、ヨウ化メチレンの数値を
用いた）を示し、γｓ

ｄ、γｓ
ｐ、γｓ

ｈは、ポリエステル系樹脂および分子内にスルホ
ン酸基および／またはその塩を有する共重合体のみをそれぞれ塗布した透明ポリエステル
フィルムの塗布面の分散力、極性力、水素結合力の各成分を示す。またθは測定面上での
測定液の接触角を表す。１つの測定面に対して、３点測定を行いその平均値をθとした。
測定液の既知の値及びθを上記の式に代入し、連立方程式により測定面の３成分（γｓ

ｄ

、γｓ
p、γｓ

ｈ）を求めた。なお計算は数値計算ソフトである「Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃ
ａ」の「Ｆｉｎｄ　Ｍｉｎｉｍｕｍ」のコマンドを用いた。ここで求めたγｓ

Ｐを表面自
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由エネルギーの極性力成分とし、ポリエステル系樹脂の表面自由エネルギーの極性力成分
をγｓ

ｐ１、分子内にスルホン酸基および／またはその塩を有する共重合体の表面自由エ
ネルギーの極性力成分をγｓ

ｐ２として求めた。γｓ
ｐ１とγｓ

ｐ２の差は以下のように
判定した。
【００８０】
　１５ｍＮ/ｍ以上の場合　◎
　１０ｍＮ/ｍ以上１５ｍＮ/ｍより小さい場合　　○
　５ｍＮ/ｍ以上１０ｍＮ/ｍより小さい場合　　△
　５ｍＮ/ｍより小さい場合　　×
とした。
【００８１】
　（原料）
　・ポリエステル樹脂（Ａ）
　酸成分としてテレフタル酸を、グリコール成分としてエチレングリコールを用い、三酸
化アンチモン（重合触媒）を得られるポリエステルペレットに対してアンチモン原子換算
で３００ｐｐｍとなるように添加し、重縮合反応を行い、極限粘度０.６３ｄｌ／ｇ、カ
ルボキシル末端基量４０当量／トンのポリエチレンテレフタレートペレット（ＰＥＴ）を
得た。示差熱分析計を用いて結晶融解熱を測定したところ４．１８６Ｊ／ｇ以上であり、
結晶性のポリエステル樹脂である。この樹脂の融点Ｔｍを測定したところ、２５０℃であ
った。
【００８２】
　・環状オレフィン共重合体樹脂（ｂ１）
　ガラス転移温度が１７８℃、ＭＶＲ（２６０℃／２．１６ｋｇ）が４．５ｍｌ／１０ｍ
ｉｍである環状オレフィン樹脂「ＴＯＰＡＳ」（ポリプラスチックス社製）を用いた。な
お、示差熱分析計を用いて結晶融解熱を測定したところ４．１８６Ｊ／ｇ未満であり、非
晶性樹脂であった。
【００８３】
　・酸化チタン（ｂ２）
　酸化チタン（石原産業（株）製、アナターゼ型酸化チタンＡ－１００、平均粒径０．１
６μm）を用いた。
【００８４】
　・共重合ポリエステル樹脂（Ｃ１）
　ＣＨＤＭ（シクロヘキサンジメタノール）共重合ＰＥＴを用いた。該共重合グリコール
成分にシクロヘキサンジメタノールを３０モル％共重合したＰＥＴである。示差熱分析計
を用いて結晶融解熱を測定したところ４．１８６Ｊ／ｇ未満であり、非晶性樹脂であった
。
【００８５】
　・共重合ポリエステル樹脂（Ｃ２）
　ＣＨＤＭ（シクロヘキサンジメタノール）共重合ＰＥＴを用いた。該共重合グリコール
成分にシクロヘキサンジメタノールを６０モル％共重合したＰＥＴである。示差熱分析計
を用いて結晶融解熱を測定したところ４．１８６Ｊ／ｇ未満であり、非晶性樹脂であった
。
【００８６】
　・共重合ポリエステル樹脂（Ｃ３）
　イソフタル酸共重合ＰＥＴを用いた。ジカルボン酸成分としてイソフタル酸を１７．５
モル％共重合したＰＥＴである。示差熱分析計を用いて結晶融解熱を測定したところ４．
１８６Ｊ／ｇ未満であり、非晶性を示した。
【００８７】
　・分散剤（Ｄ）
　ＰＢＴ-ＰＡＧ（ポリブチレンテレフタレート－ポリアルキレングリコール）ブロック
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共重合体（Ｄ１）（（株）東レ・デュポン製、ハイトレル４０４７）を用いた。該樹脂は
ＰＢＴとＰＡＧ（主としてポリテトラメチレングリコール）のブロック共重合体である。
示差熱分析計を用いて結晶融解熱を測定したところ４．１８６Ｊ／ｇ以上であり、結晶性
樹脂であった。
【００８８】
　（塗液）
　・ポリエステル系樹脂（Ｅ１）
　下記成分からなるポリエステル系樹脂の水溶性塗液を作製し用いた。
【００８９】
　テレフタル酸（４９モル％）／５－ナトリウムスルホイソフタル酸（１モル％）／エチ
レングリコール（５０モル％）
　・ポリエステル系樹脂（Ｅ２）
　下記成分からなるポリエステル系樹脂の水溶性塗液を作製し用いた。
【００９０】
　テレフタル酸（４８モル％）／５－ナトリウムスルホイソフタル酸（２モル％）／エチ
レングリコール（５０モル％）
　・ポリエステル系樹脂（Ｅ３）
　下記成分からなるポリエステル系樹脂の水溶性塗液を作製し用いた。
【００９１】
　テレフタル酸（４５モル％）／５－ナトリウムスルホイソフタル酸（５モル％）／エチ
レングリコール（５０モル％）
　・ポリエステル系樹脂（Ｅ４）
　下記成分からなるポリエステル系樹脂の水溶性塗液を作製し用いた。
【００９２】
　テレフタル酸（４０モル％）／５－ナトリウムスルホイソフタル酸（１０モル％）／エ
チレングリコール（５０モル％）
　・ポリスチレンスルホン酸リチウム塩（Ｆ１）
　ポリスチレンスルホン酸リチウム塩 （東ソー有機化学（株）製、「スピノマー」（登
録商標）ＬｉＳＳ、１６重量％溶液）を用いた。
【００９３】
　・ポリスチレンスルホン酸ナトリウム塩（Ｆ２）
　ポリスチレンスルホン酸ナトリウム塩 （東ソー有機化学（株）製、「スピノマー」（
登録商標）ＮａＳＳ、１６重量％溶液）を用いた。
【００９４】
　・ポリスチレンスルホン酸アンモニウム塩（Ｆ３）
　ポリスチレンスルホン酸アンモニウム塩 （東ソー有機化学（株）製、「スピノマー」
（登録商標）ＡｍＳＳ、１６重量％溶液）
　・界面活性剤（Ｇ１）
　「ノベック」（登録商標）ＦＣ－４４３０（菱江化学（株）製、５重量％溶液）を用い
た。
【００９５】
　（実施例１）
　表１に示した原料の混合物を１８０℃の温度で３時間真空乾燥した後に押出機に供給し
、２８０℃の温度で溶融押出後３０μｍカットフィルターにより濾過を行った後に、Ｔダ
イ口金に導入した。
【００９６】
　次いで、Ｔダイ口金内より、シート状に押出して溶融単層シートとし、該溶融単層シー
トを、表面温度２５℃に保たれたドラム上に静電印加法で密着冷却固化させて未延伸単層
フィルムを得た。続いて、該未延伸単層フィルムを７０℃の温度に加熱したロール群で予
熱した後、赤外線ヒーター（出力１．４ｋＷ、フィルムとの距離１５mm、照射時間０．７
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２秒）で両面から照射しながら、長手方向（縦方向）に３．６倍延伸を行い、２５℃の温
度のロール群で冷却して一軸延伸フィルムを得た。
【００９７】
　さらに続いて一軸延伸されたフィルムに表１に示した塗液組成の混合液をメタリングバ
ーを用いたバーコート方式にて塗布した。
【００９８】
　上記の塗布層形成塗液を塗布された一軸延伸フィルムの両端をクリップで把持しながら
テンター内の９５℃の温度の予熱ゾーンに導き、引き続き連続的に１０５℃の温度の加熱
ゾーンで長手方向に直角な方向（幅方向）に３．６倍延伸した。さらに引き続いて、テン
ター内の熱処理ゾーンで１９０℃で２０秒間の熱処理を施し、さらに１８０℃の温度で６
％幅方向に弛緩処理を行った後、更に１４０℃の温度で１％幅方向に弛緩処理を行った。
次いで、均一に徐冷後、巻き取って、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの
塗布層が設けられた白色度８６．０％の白色フィルムを得た。フィルムの組成と塗液の組
成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表３に示す。このように本発明の白色フィ
ルムは低光沢性、反射特性に優れるものであった。
【００９９】
　（実施例２、３）
　それぞれ表１に示した塗液の組成とした以外は、実施例１と同様に製膜および塗布を行
い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルム
を得た。フィルムの組成と塗液の組成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表３に
示す。このように本発明の白色フィルムは実施例１には及ばないものの、低光沢性、反射
特性に優れるものであった。
【０１００】
　（実施例４、５）
　それぞれ表１に示した塗液の組成とした以外は、実施例１と同様に製膜および塗布を行
い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルム
を得た。フィルムの組成と塗液の組成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表３に
示す。このように本発明の白色フィルムは実施例１と同様に、低光沢性、反射特性に優れ
るものであった。
【０１０１】
　（実施例６、７、１２、１４）
　それぞれ表１、表２に示した塗液の組成、配合量とした以外は、実施例１と同様に製膜
および塗布を行い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられ
た白色フィルムを得た。フィルムの組成と塗液の組成は表１、表２の通りである。フィル
ムの各種特性を表３、表４に示す。このように本発明の白色フィルムは実施例１には及ば
ないものの、低光沢性、反射特性に優れるものであった。
【０１０２】
　（実施例８、９、１３、１５）
　それぞれ表１、表２に示した塗液の組成、配合量とした以外は、実施例１と同様に製膜
および塗布を行い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられ
た白色フィルムを得た。フィルムの組成と塗液の組成は表１の通りである。フィルムの各
種特性を表３、表４に示す。このように本発明の白色フィルムは実施例１に比べて同等の
反射特性で、さらに低光沢性に優れるものであった。
【０１０３】
　（実施例１０）
　表１に示した原料組成および塗液組成で、実施例１と同様に製膜および塗布を行い、厚
み１８８μｍのフィルム上に、厚み１０ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルムを得た。
フィルムの組成と塗液の組成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表３に示す。こ
のように本発明の白色フィルムは実施例１には及ばないものの、低光沢性、反射特性に優
れるものであった。
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【０１０４】
　（実施例１１）
　表１に示した原料組成および塗液組成で、実施例１と同様に製膜および塗布を行い、厚
み１８８μｍのフィルム上に、厚み１５０ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルムを得た
。フィルムの組成と塗液の組成は表２の通りである。フィルムの各種特性を表４に示す。
このように本発明の白色フィルムは実施例１には及ばないものの、低光沢性、反射特性に
優れるものであった。
【０１０５】
　（実施例１６～１９）
　それぞれ表２に示した原料の組成とした以外は、実施例１と同様に製膜および塗布を行
い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルム
を得た。フィルムの組成と塗液の組成は表２の通りである。フィルムの各種特性を表４に
示す。このように本発明の白色フィルムは実施例１に比べて同等の低光沢性で、さらに反
射特性に優れるものであった。
【０１０６】
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【表１】

【０１０７】
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【表２】

【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
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【表４】

【０１１０】
　（比較例１～７）
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　それぞれ表５に示した塗液の組成、配合量とした以外は、実施例１と同様に製膜および
塗布を行い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられた白色
フィルムを得た。フィルムの組成と塗液の組成は表５の通りである。フィルムの各種特性
を表６に示す。しかし、塗布層中のポリエステル系樹脂（Ｅ４）とポリスチレンスルホン
酸リチウム塩（Ｆ１）の表面自由エネルギーの極性力成分の差が小さく、凝集効果が小さ
いため、低光沢性に劣るものであった。
【０１１１】
　（比較例８、１０、１２）
　表５に示した塗液の組成、配合量とした以外は、実施例１と同様に製膜および塗布を行
い、厚み１８８μｍのフィルム上に、厚み１００ｎｍの塗布層が設けられた白色フィルム
を得た。フィルムの組成と塗液の組成は表５の通りである。フィルムの各種特性を表６に
示す。しかし、塗布層中のポリスチレンスルホン酸リチウム塩（Ｆ１）の配合量が少なく
、凝集効果が小さいため、低光沢性に劣るものであった。
【０１１２】
　（比較例９、１１、１３）
　表５に示した塗液の組成、配合量とした以外は、実施例１と同様に製膜および塗布を行
ったが、塗布層中のポリスチレンスルホン酸リチウム塩（Ｆ１）が多いため、基材となる
白色フィルムとの密着性が悪く塗布層が白色フィルムから剥離した。フィルムの組成と塗
液の組成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表６に示す。しかし、塗布層が白色
フィルムから剥離したため、低光沢性に劣るものであった。
【０１１３】
　（比較例１４）
　塗布を実施せず、その他は実施例１と同様に製膜を行い、厚み１８８μｍの白色フィル
ムを得た。フィルムの組成は表１の通りである。フィルムの各種特性を表６に示す。しか
し、塗布層を設けていないため、低光沢性に劣るものであった。
【０１１４】
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【表５】

【０１１５】
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【表６】
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